
 
 
 

関内地区等活性化推進事業に関する民間提案募集について 

 
１ 関内地区等活性化推進計画 

（１）検討内容 
下図の赤色の区域を対象に、新市庁舎の整備や民間ビルの建替えを促進する事業手法等につ

いて民間から提案を受けるとともに、それを反映させた関内地区等活性化推進計画を青枠の区

域を対象に検討し、年度内に素案を取りまとめます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）検討方法 

ア 民間提案募集 
8 月から 10 月まで民間から提案を募集し、その内容を「新市庁舎整備を核とした事業手

法評価委員会」（以下、「評価委員会」という。）で審査・評価し、優秀な提案を選定します。

その後、評価委員会の委員を中心とする「（仮称）新市庁舎整備を核とした事業手法検討委

員会」（以下、「検討委員会」という。）を設置し、優秀提案を提出した応募者からヒアリン

グを行うなど、内容を精査し事業手法等を絞り込みます。 
イ 関内地区等活性化推進計画 

新市庁舎整備を核とした事業手法等の検討内容を反映しながら、庁内の検討により活性

化推進計画素案を取りまとめます。 
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２ 民間提案募集 

（１）目的 
新市庁舎整備を核とした関内地区の活性化策に関して、民間の資金やノウハウを最大限活用

するため、最も効果的な事業スキームについて民間事業者からの提案を募集します。 
 
（２）募集内容 

ア 整備パターン 
以下の３パターンを基本に提案を求めます。 

  ①港町（現庁舎）地区周辺に新市庁舎を整備 
    ②港町地区周辺＋北仲通南地区に新市庁舎を整備（分庁型） 

  ③北仲通南地区に新市庁舎を整備 
イ 事業計画 
ウ 資金・収支計画 
エ 北仲通南地区・港町地区周辺を活用した関内地区活性化策 

 
（３）参加資格 

以下のア又はイを満たす企業又は企業グループとします。 

ア 横浜市の一般競争入札有資格者名簿において、次のいずれかの工種又は種目で登載され

ていること。 

・「工事」の名簿で、工種が「建築」であること。 

・「設計・測量等関係」の名簿で、種目が「建築設計（監理を含む）」又は「建設コンサル

タント等の業務」であること。 

イ 過去 10 年間に再開発等の実績があること。 

 
（４）評価項目 

ア 計画内容に関する事項 

パターン選択理由及び事業方針、事業手法、事業スケジュール 

イ 市の財政負担に関する事項 

事業費の妥当性、財政負担への影響 

ウ 事業の確実性に関する事項 

資金調達、収支計画、需要想定、リスク分担 

エ 関内地区活性化等に関する事項 

 
（５）提案の取扱いと選定 

ア 取扱い 
（ア） 本事業者募集の資格要件とする。（最低基準を設定、平成 22 年度以降予定） 
（イ） 知的財産権は横浜市に帰属する。 

イ 選定 
（ア） 評価委員会で、複数の優秀提案を選定する。 
（イ） 選定された応募者には検討委員会において、プレゼンテーション及び質疑応答の機

会を与える。 



（６）提案に係るスケジュール 
８月 ８日  募集要項の公表・配布 
８月２２日  説明会開催 

１０月１７日  提案書受付期限 
１１月下旬   優秀提案の通知 
１２月頃    検討委員会の設置 
今年度中    事業手法等について絞込み、関内地区等活性化推進計画素案の中で取りまと

める。 
 
 
３ 提案に当たって考慮すべき事項 

（１）都心部グランドデザインにおける関内地区等の位置づけ・役割 
ア 都心部全体 

「美しく・強く・ときめく・やさしいまち」を目指して、以下の５つの将来像を実現す

るため、横浜駅周辺地区、みなとみらい 21 地区、関内地区、関外地区の４地区が、それぞ

れの立地特性を活かしながら役割を果たす。 

・新しい就業の場と活力を創造するまち 
・歴史的な景観、港、海、川を活かした賑わいのまち 
・新しい文化・芸術・技術を創造するまち 
・海風と緑を活かし地球環境と共生するまち 
・安全・快適に移動できる回遊性の高いまち 

イ 関内地区等 
都心部全体の将来像を実現するため、関内地区等は以下の機能の立地を中心として、ま

ちづくりを進める。 
・行政機能 
・歴史を活かした観光 
・教育、文化、芸術、スポーツ 
・特色ある専門店 

 
（２）新市庁舎の機能・規模 

 現  状 今  回 機  能 

行政 

部分 

約 7.6 万㎡ 

（職員 5,705 人） 

12 万～13 万㎡程度 

（民間対応部分は含まず）

事務室、書庫、会議室 

市民サービス関連諸室 

市民利用・協働関連諸室 

安全管理関連諸室 など 

議会 

部分 

約 0.6 万㎡ 

（議員 92 人） 

（職員 45 人） 

1.2 万～1.3 万㎡程度  
議場、委員会室 

議員関連諸室  

合計 
約 8.2 万㎡ 

（職員 5.750 人） 
13.2 万～14.3 万㎡程度    



４ 素案策定後のスケジュール 

関内地区等活性化推進計画素案の策定後、市民や市会からの御意見を伺いながら計画として

確定します。 
その後、事業者募集に向けた準備作業を行い、平成 22 年度以降に事業者を募集します。 

 

 

５ 参考 

新庁舎整備を核とした事業手法評価委員会委員 

氏 名 所属・役職 

芦谷 典子 明海大学不動産学部准教授 

安登 利幸 亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科教授 

市川 宏雄 明治大学大学院ガバナンス研究科長兼教授 

井出 多加子 成蹊大学経済学部教授 

河野 擴 財団法人日本不動産研究所常勤顧問 

岸井 隆幸 日本大学理工学部教授 

根本 祐二 東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻教授 
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